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日本の介護保険は，2000 年 4月から 5番目の社会保険として施行されている。その
後，成立当初より抱えた多くの問題に加え，負担と給付の問題に関して，何回も改正を











介護保険法（平成 9年法律第 123 号。以下，強調するときを除き，「法」と表記）が施行され
て今年で 20 年が経過した。介護保険法は，老人福祉と老人医療に分かれている高齢者の介護に
関する制度を再編成し，「誰もが直面する介護の問題を，社会全体で支えるしくみ」として 1997

































度の歴史的概略を示す。第 3章では，2019 年 6 月 25 日を基準日とし，A市において新しい総
合事業の有効期限がある事業対象者 308 人を抽出し，介護度，性別，年齢，保険料段階区分，徴
収方法，課税年金収入額，給付費額，利用者負担額，公費負担の有無について，基準日と翌年
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象にすぎないと考える人も出ている（5）。人の最長寿命は約 120 歳と言われているが，誰しも 30
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は，介護保険給付抑制効果を考慮して，国 25％，都道府県・市町村それぞれが 12.5％，第 1号
被保険者の保険料 19％，第 2号被保険者の保険料 31％という居宅介護サービスの保険給付費と
同じ割合であるが，包括的支援事業と任意事業については，国 40.5％，都道府県・市町村それ
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第 3章　事業対象者の実態―介護保険料段階区分と給付費の実態調査―
第1節　介護保険料段階区分の実態調査
A市より事業対象者として 2019 年 6 月 25 日現在で，それまでに基本チェックリストを行い，
有効期限があるとして登録されている 308 人分と，1年後の 2020 年 6 月 25 日現在の 427 人分の
データ提供を受けた。ここでは，標本として両基準日に共通する 308 人を使用する。
表 1は，A市における 2019 年度と 2020 年度の保険料を示している。低所得層の第 1段階か
ら第 3段階が改定されたのは，2019 年 10 月の消費税増税によるものである。第 7期介護保険事
業計画期における保険料の県内高額ランキングは 25保険者中 8位であった。A市は，人口約 30
万人で，第 1号被保険者数は 2020 年 6 月末現在で 81,303 人である。新しい総合事業は 2017 年










基準額× 0.355 27,500 2019 年度
基準額× 0.280 21,690 2020 年度
第 2段階 本人及び世帯全員が市民税非課税で，本人の課税年金収入額と合計所得金額が年間 80 万円を超え，120 万以下の人
基準額× 0.6 46,480 2019 年度
基準額× 0.475 36,800 2020 年度
第 3段階 本人及び世帯全員が市民税非課税で，第 1段階・第 2段階以外の人
基準額× 0.725 56,170 2019 年度















第 5段階 本人が市民税非課税，かつ世帯の中に市民税課税者がいる人で，第 4段階以外の人 基準額× 1.000 77,470
第 6 段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 120 万円未満の人 基準額× 1.200 92,960
第 7 段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 120 万円以上，200万円未満の人 基準額× 1.300 100,710
第 8 段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 200 万円以上，250万円未満の人 基準額× 1.500 116,200
第 9 段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 250 万円以上，300万円未満の人 基準額× 1.700 131,690
第 10段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 300 万円以上，500万円未満の人 基準額× 1.800 139,440
第 11段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 500 万円以上，750万円未満の人 基準額× 1.900 147,190
第 12段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 750 万円以上，1,000万円未満の人 基準額× 2.100 162,680
第 13段階 本人が市民税課税で合計所得金額が年間 1,000 万円以上の人 基準額× 2.300 178,180
表 1　Ａ市における 2019 年度と 2020 年度の介護保険料率と年額保険料の一覧
※A市が使用する「介護保険料のお知らせ（リーフレット）」を参考に加筆修正 筆者作成
新しい総合事業の事業対象者にかかる費用負担の現状（石原千鶴）

















基礎標本 308 人の性別で分けた男性標本と女性標本で，さらに年齢比較を行ったのが図 3と
図 4である。今回の標本では，最低年齢の 67 歳も最高年齢の 104 歳も男性という結果が出た。
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2．介護保険料段階区分に関する調査結果
介護保険料段階区分に関する調査は，基礎標本 308 人のうち，2019 年 6 月か 2020 年 6 月のい
ずれか又は両方にサービス提供実績があった 232 人を調査対象とし，2019 年度以前に死亡した
ため 2020 年度には保険料が賦課されなかった 3件を除く 229 人を調査した。
最低段階は第 1段階であり，生活保護受給者も含まれている。また，最高段階は 10 段階で
あった。この 232 人において，納付書や口座振替による普通徴収は 3人で，年度途中に普通徴
収から特別徴収へ納付方法に変化があった人は 5名であり，特別徴収は 221 人であった。
①№1～ 20までの 20項目のうち10項目以上に該当→複数の項目に支障がある場合






②№ 6～ 10 までの 5項目のうち 3項目以上に該当→運動機能の低下
③№ 13 ～ 15 までの 3項目のうち 2項目以上に該当→口腔機能の低下
④№ 16 ～ 17 の 2 項目のうち№ 16 に該当→閉じこもり
⑤№ 18 ～ 20 までの 3項目のうちいずれか 1項目以上に該当→認知機能の低下
⑥№ 21 ～ 25 までの 5項目のうち 2項目以上に該当→うつ病の可能性












































1 → 0 27,500 5
3 → 0 56,170 1
7 → 0 100,710 2
4 → 1 46,090 10
5 → 2 40,670 4
5 → 3 23,240 1







生保１ → 3 26,730 1
9 → 13 46,490 1
1 → 8 88,700 1
3 → 6 36,790 2
2 → 7 54,230 1
3 → 8 60,030 1
2 → 5 30,990 1
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表 3 と表 4は，2019 年に所得変動あるいは，2018 年に世帯構成に変化があったため，段階区
分が変動した件数の減額と増額である。表 3に示す減額の大きな理由は，順に，本人死亡が 8






いう措置である。しかし，全国の 1,578 保険者で，2017 年 6 月から平準化を行ったのは 637 保
険者（40.4％），同年 8月からは 730 保険者（46.3％）であった（23）。
次に，課税年金収入額は表 5のようになった。男性の最高額は 4,775,517 円に対し，女性の最










0円 11 1,500,001 ～ 180 万円 8
1 ～  50 万円 20 1,800,001 ～ 200 万円 8
500,001 ～  80 万円 61 2,000,001 ～ 250 万円 12
800,001 ～ 100 万円 32 2,500,001 ～ 300 万円 17
1,000,001 ～ 120 万円 26 3,000,001 ～ 400 万円 11
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悪化数と改善数に着目し，かつ対象者の給付種類数が 2019 年 6 月サービス提供分と 2020 年 6
月サービス提供分の比較により，増減ごとに介護度がどう変化したかを計上している。
サービス種類の増減の中には 2019 年度だけサービス利用をしたものや，2019 年 6月を過ぎて
からサービスを開始した人もあった。それは単純に前者を減，後者を増として計上している。





















































減 26 改善 4悪化 6































































0→ 11，0 → 11+17+16，
0 → 11+16，0 → 11+17+13+31
0 → 15 ②，0→ 11+15+21+13，
0 → 15+17+78，0 → A6 ④
0 → 17+77，0 → 21，0 → 33+31，
0 → 67，0 → 78 ②，
0→ 52，11+78 → 15+17+31，
17 → 15+17，15 → 15+17，
35 → 11+17+31，78 → 17+78，
A2 → 11+15+78+13
A2 → 11+17 ②，
A2→ 11+17+78，A2 → A2+67
A2 → 11×2+17+31，
A2→A2+A6，A6→ 11+15+17 ②
A6 → 11+15，A6 → A6+34，
A6 → 78+13，A6 → A6+63


























※ 1　 種類の数字は，介護報酬時の介護給付費単位数等サービスコード通りとする（11 訪問介護，A2訪問型，15 通所介
護，A6･A7 通所型，16 通所リハ，66 予防通所リハ，13 訪問看護，63 予防訪問看護，21 短期入所生活介護，17 福祉
用具貸与，67 予防福祉用具貸与，31 居宅療養管理指導，34 予防居宅療養管理指導，33 特定施設入所者介護，35 予
防特定施設入所者生活介護，77 看護小規模多機能型居宅介護，78 地域密着型通所介護）。サービスコード直後の「+」
は，前者のサービス種類に加えて追加しているサービス種類があることを示す。「× 2」は同一種類のサービスを 2事
業所で利用していることを示す。「0→」は「2019 年 6 月サービス利用なし」を示す。
※ 2　０は「事業対象者」を示し，要支援を「支」，要介護は「介護度の数字のみ」として表記する。
※ 3　生活保護受給者の利用者負担額「0円」を除いた最低金額から表記する。
※ 4　 割合 (%)＝利用者負担額÷{(2020年度介護保険料賦課算定基準額の課税年金収入額－当該年度介護保険料額)÷12か
月 } × 100 により算出した数値を計上している。
※ 5　「賦課なし」とは，賦課算定基準日において「死亡していた」ため，保険料算定がなかったことを示す。 筆者作成
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次に，表 7をさらに詳細に調査した結果が，表 8になる。事業対象者として有効期間があり
ながら，要介護認定等申請を行い，申請日に遡及して要介護等認定が決定された人も，今回の























年度の全国の高齢化率が 28.1％の時，A市は 28.5％であった。その人口構成として，全国の 65
歳以上人口に占める① 75 歳以上人口及び② 85 歳以上人口の割合は，① 49.7％と② 15.5％であ
り，A市は①が 51.8％，②が 16.9％であった。また，第 1号被保険者の認定率として，認定者
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